
連 絡会 議・ 研修 会等

第 ５ 章



１ 全国・ブロック委員連絡会議等開催状況

中央労働委員会及び各都道府県労働委員会の相互の連絡を密にし、事務処理の統一と調整

を図るため、公益委員、労働者委員、使用者委員の三者による連絡協議会や、各側委員それ

ぞれの連絡会議等が全国規模又は地域別の会議として開催された。

(1) 全労委関係

① 全国労働委員会会長連絡会議

開 催 日：令和７年６月 13日（金）

主催労委：中央労働委員会、和歌山県労働委員会

講 演：「今後の労働基準関係法制の検討課題」

中央労働委員会会長代理・

明治大学法学部教授 山川 隆一 氏

議題懇談：和解の取組について（中央労働委員会提案）

② 全国労働委員会連絡協議会公益委員連絡会議

開 催 日：令和７年 11 月 13 日（木）

主催労委：中央労働委員会

議 題：

③ 第 80 回全国労働委員会連絡協議会総会

開 催 日：令和７年 11 月 13 日（木）～14 日（金）

主催労委：中央労働委員会

議 題：

内 容 備 考

１

講演「比較法からみた日本のハラスメント法制

の特徴と課題―2025 年労働施策総合推進法等

改正を踏まえて」

講師：

東京大学社会科学研究所准教

授

日原 雪恵 氏

内 容 備 考

１ 講演「労働委員会制度の意義と今後の課題」

講師：

元中央労働委員会会長・法政

大学名誉教授

諏訪 康雄 氏

２
働き方が変化する中での今後の労働委員会のあ

り方について
中央労働委員会提案

３ コロナ禍の教訓から学ぶ 中央労働委員会提案
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(2) 14 都道府県関係

① 第 39 回 14 都道府県労働委員会使用者委員会議

開 催 日：令和７年７月３日（木）

主催労委：新潟県労働委員会

議 題：

② 14 都道府県労働委員会公益委員会議

開 催 日：令和７年 10 月 21 日（火）～22 日（水）

主催労委：広島県労働委員会

議 題：

(3) 関東ブロック関係

① 第 93 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議

開 催 日：令和７年５月 15日（木）

主催労委：栃木県労働委員会

議 題：

② 第 154 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会

開 催 日：令和７年５月 15 日（木）～16 日（金）

主催労委：栃木県労働委員会

議 題：

内 容 備 考

１
調整・審査事件あるいは個別労働関係紛争あっ

せんの事例
新潟県労働委員会提案

２
使用者に向けた労働法令や労働委員会制度の周

知・啓発の取組について
新潟県労働委員会提案

３

講演「心理学の知見を労働紛争の解決に活かす

～意思決定のメカニズムから労働問題を理解す

る～」

講師：

新潟県労働委員会公益委員・

国立大学法人新潟大学教育学

部教授

田中 恒彦 氏

内 容 備 考

１ 審査事件における争点整理等の工夫について 大阪府労働委員会提案

２
会社が解散した場合の親会社等の使用者性につ

いて
広島県労働委員会提案

内 容 備 考

１ 不当労働行為救済命令の履行確認について 栃木県労働委員会提案

内 容 備 考

１
スキマバイトアプリ利用者からのあっせん申請

について
千葉県労働委員会提案

２
講演：「労働紛争の現状と労働委員会の役割に

ついて 」

講師：

中央労働委員会会長代理・明

治大学法学部教授

山川 隆一 氏
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③ 第 94回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議

開 催 日：令和７年９月８日（月）

主催労委：千葉県労働委員会

議 題：

④ 第 155 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会

開 催 日：令和７年９月８日（月）～９日（火）

主催労委：千葉県労働委員会

議 題：

⑤ 関東ブロック労働委員会会長連絡会議

開 催 日：令和７年９月９日（火）

主催労委：千葉県労働委員会

議 題：

内 容 備 考

１
同一企業において複数の労働組合が併存する場

合の中立保持義務について
千葉県労働委員会提案

内 容 備 考

１
当事者対応により事件進行が困難なケースへの

対応
東京都労働委員会提案

２
講演「フリーランス、スポットワーク等をめぐ

る紛争と労働委員会の役割」

講師：

東洋大学名誉教授

鎌田 耕一 氏

内 容 備 考

１

各労働委員会は現在どのような課題に直面して

いるのか。また、その課題についてどのように

対応しているのか。(どのような対応方針を考

えているのか。)

千葉県労働委員会提案
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２ 委員研修実施状況

(1) 公労使委員合同研修

(2) 公労使委員個別紛争専門研修

(3) 静岡県労働委員会委員研修会

開 催 日 令和７年９月４日（木）～５日（金）

主 催 者 中央労働委員会

内 容 全体研修及び各側研修

開 催 日 令和７年 12 月１日（月）～２日（火）

主 催 者 中央労働委員会

内 容 全体研修及びグループディスカッション

開 催 日 令和７年 10 月８日（水）

主 催 者 静岡県労働委員会

内 容

講演「最近の労働判例について

― 非常勤講師の労働者性、有期・無期職員間の基本給格差の不合理性、

地方公務員の過労自殺と労災認定基準、地方公務員の不正行為と退職金不

支給の適法性など ―」

講 師

早稲田大学法学学術院教授

東京都労働委員会会長代理

水町 勇一郎 氏
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３ 事務局長・主管課長・担当者会議開催状況

(1) 全国労働委員会事務局長連絡会議

開 催 日：令和７年６月 12 日（木）

主催労委：中央労働委員会、和歌山県労働委員会

議 題：

１ 審査・調整事件等の概況について

２ 議題懇談

(1) 「外国人労働者に係る事案への対応について」

（中央労働委員会提案）

(2) 「事務局職員の人材育成等について」

（中央労働委員会提案）

(2) 西関東ブロック労働委員会事務局実務担当者会議

開 催 日：令和７年７月 18 日（金）

主催労委 ：長野県労働委員会

議 題：

(3) 14 都道府県労働委員会事務局長連絡会議

開 催 日：不開催

主催労委 ：北海道労働委員会

議 題 提案労委

１ 個別労働紛争のあっせん制度の案内等について

山梨県
２

不当労働行為救済申立事件における命令書作成に係るノ

ウハウの蓄積及び継承について

３ 個別的労使紛争あっせん手続における本人確認について

静岡県
４

事務局による事前調査を引き延ばす調査対象者への対応

について

５ 労働委員会制度に関するパンフレット等の共有について 新潟県

６ 労働組合資格審査における組合規約の補正について

長野県

７
労働者性に疑義のある当事者によるあっせん申請等につ

いて

８ 個別あっせんにおけるあっせん事項の確認について

９ あっせんの日程調整について
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(4) 全国労働委員会事務局審査主管課長会議

開 催 日：令和７年 10 月 23 日（木）

主催労委：中央労働委員会

議 題：

１ 労働組合法第２条の「主体」性について(栃木県労働委員会提案)

２ 労働委員会の民事訴訟のＩＴ化への対応について（中央労働委員会報告)

３ 労働委員会事務局における人材確保・育成について（ディスカッション)

(5) 全国労働委員会事務局調整主管課長会議

開 催 日：令和７年 10 月 24 日（金）

主催労委 ：中央労働委員会

議 題 ：

１ 中央労働委員会からの説明

２ 都道府県労働委員会からの事例報告

３ 都道府県労働委員会からの業務報告(静岡県労働委員会、和歌山県労働委員会、山

口県労働委員会)

区分 事例 発表労委

労 働 争 議

調 整 事 件

人事院勧告に準拠した賃上げ及びベースアップ評

価料について争われた事例
福岡県

個 別 労 働

紛 争 事 件
定年退職者の継続雇用について争われた事例 鳥取県
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